
   

 

 

 

 

 

 

平成２８年度宮城県計画に関する 

事後評価 

 

平成２９年７月 

平成３０年６月 

令和元年７月 

令和２年７月 

令和３年８月 

令和４年８月 

令和６年１月 

令和７年１月 

宮城県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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2．目標の達成状況 

 
※継続事業のみのため省略 

 

３．事業の実施状況 

平成28年度宮城県計画に規定した事業について、令和５年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 

                                    （施設） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.1】 

宮城県介護施設整備等補助事業 

【総事業費】 

2,714,846 千円 

事業の対象となる

区域 

仙南圏、仙台圏、大崎・栗原圏、石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県、市町村 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等

の整備等を支援する。 

アウトカム指標：令和 5 年度末における地域密着型サービス施設の

定員総数 6,694 人 

事業の内容（当初

計画） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

サービスの種類 単位 
令和 5年度 

整備数 

 地域密着型介護老人福祉施設 人 58        

 認知症高齢者グループホーム 人         99 

 小規模多機能型居宅介護 施設 0         

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 0  

 看護小規模多機能型居宅介護 施設 3 

③用地確保のための定期借地権設定に際して土地所有者に支払っ

た一時金に対する助成を行う。 

④既存施設の改修等に必要な経費に対して支援を行う。 

⑤介護施設等の新型コロナウイルス感染拡大防止対策に必要な経

費に対して支援を行う。 
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⑥介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ICT

導入支援を行う。 
 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設

等の整備等を支援する。 

サービスの種類 単位 
平成 27 年 

度末 

令和 5年 

度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 1,261 1,630 

認知症高齢者グループホーム 人 3,903 5,064 

小規模多機能型居宅介護 人 59 88 

定期巡回・随時対応型訪問介護看

護 
人 13 19 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 5 24 

認知症対応型通所介護 施設 73 74 

 
 

アウトプット指標

（達成値） 

・地域密着型介護老人福祉施設の増：1,232 人→1,491 人 

                  （令和 5年度：1,453 人→1,491 人） 

・認知症高齢者グループホーム：3,875 人→4,942 人 

             （令和 5年度：4,802 人→4,942 人） 

・小規模多機能型居宅介護：52 施設→80 施設 

             （令和 5年度：79 施設→80 施設） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護：11 施設→20 施設 

             （令和 5年度：20 施設→20 施設） 

・看護小規模多機能型居宅介護：3施設→27 施設 

             （令和 5年度：22 施設→27 施設） 

・認知症対応型通所介護：令和 5年度末 68 施設 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備により地域密着型介護老人福祉

施設の定員総数が 1,232 人から 1,491 人に増加し、認知症高齢者グ 

ループホームの定員総数が 3,875 人から 4,942 人に増加など、高齢

者が地域において、安心して生活できる体制の構築が図られた。 

 

（２）事業の効率性 

施設整備の補助にあたっては、市町村及び事業者との連絡を密にと

り整備内容及びスケジュールを把握することで、事業の速やかな遂

行及び変更に伴う手続の迅速化を図った。 
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その他 （平成 28 年度 1,236,681 千円、平成 30 年度 8,400 千円、 

 令和元年度 148,590 千円、令和 2年度 672,387 千円、 

 令和 3年度 177,306 千円、令和 4年度 397,097 千円 

 令和 5年度 74,385 千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


